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研究成果の概要（和文）：研究成果は大きく以下3点に纏められる。第1に、理論的考察から、ソーシャルマーケ
ティングの成果をマクロレベルで捉える際、ステイクホルダーの関係性を生成・変容させるという点で、伝統的
に考察されてきたダウンストリームだけでなくアップストリームとの相互依存関係に注目する必要があることが
確認された。第2に、事例研究から、これらの相互依存関係が経済的交換に媒介されて強まる可能性が示唆さ
れ、その社会的成果を考察する上で統治性概念の有益性が示された。最後に、実証研究の分析結果から、小売に
おける関係性の有効性や、有効性を高める要因として顧客のブランド・ロイヤルティやバラエティ・シーキング
特性があることを示した。

研究成果の概要（英文）：The outcomes of this research are the following three. The first, this 
research identifies that the interplay of downstream marketing, which has been traditionally 
researched in social marketing research, and upstream marketing makes an important role in creating 
the outcome of social marketing campaigns in macro revel by theoretical consideration. The second, 
this research indicates that economic transaction may make a mediation effect in enhancing such 
interplay, and that the governmentality may be efficient to understand the marketing and social 
outcome of such interplay in social marketing activities. Finally, this study verifies the effect of
 customer relationship management in retail and identifies the brand loyalty and variety seeking 
behavior as the contingent effect of customer relationship management in retail.

研究分野： マーケティング論

キーワード： 地域ブランド　ソーシャルマーケティング　関係性　相互依存関係　統治性　マクロソーシャルマーケ
ティング　顧客関係管理

  ３版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
第一に、地域ブランド構築やソーシャルマーケティングの成否は伝統的に交換概念に基づき考察されることが多
かったのに対し、関係性概念に注目することで分析視角をミクロレベルからマクロレベルへ拡張できることを示
した。本研究は、このような相互依存関係への注目の必要性を示すと共に、これらの活動を理解する上での統治
性概念の有益性を示すことで、同分野における研究の方向性を示した。
第二に、広く関係性の視点でいえば、本研究は小売における関係性への注目の効果も示した。顧客関係管理方法
によって得られる顧客成果は異なることを検証し、多様な顧客関係管理の方法を使い分けることで顧客成果をよ
り一層高められることを示した。
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１．研究開始当初の背景 
 本研究の目的は、地域ブランド構築にむけた多様なステイクホルダー間の協働関係はなぜ、
どのように形成されるのかという点について、関係性に注目した理論の構築を図ることである。 
地域ブランド構築は、1960 年頃よりマーケティング論の主要パラダイムと位置づけられてきた
交換概念に基づいて議論されてきた。具体的には、そこでの議論を要約的に示すと、1)地域ブ
ランドの全体目標を設定して、2)目指すべき市場戦略を策定したのち、3)この市場戦略に応じ
て地域資源を的確に配置することが、地域ブランドを構築する上で重要だと指摘される（e.g. 
Kotler et al. 1993）。また、地域ブランド構築は、ひろく地域課題の解決という点でソーシャ
ル・マーケティングの文脈でも議論されてきたが、ソーシャル・マーケティング研究の文脈に
おいても、指摘されてきたのはほぼ同様の点である（e.g., Andreasen, 1994; 2002）。 
このような理論枠組みは、少なくとも以下の 2 つの点で課題を有している。1 つは、ソーシ

ャル・マーケティング、あるいは地域ブランドの全体目標を設定する際に地域の課題や地域の
魅力に関する認識を活動の当初から予め共有することが難しいことが多いにも関わらず、どの
ような活動が円滑な目標設定を可能にするのか、明らかにできないことである。もう 1 つは、
地域資源を的確に配置するにも、一企業がブランド構築する場合とは異なり、地域ブランド構
築の多くの場合は、地域資源を担うステイクホルダーが多岐にわたることが多く、多様なステ
イクホルダー間での様々な調整が必要となるが、多くの既存研究では目標に応じて地域資源は
可逆的に配置可能だと想定されていて、地域資源の的確な配置を可能にする調整はどのように
可能なのか、示唆できない点である。 
交換概念に基づく研究のこれらの課題は、単発的パースペクティブから脱却し、継続的な成

果の捕捉や、個別の活動を通じたマクロレベルでの社会規範の形成過程を捉える社会構築的視
点の必要性を示唆するものと理解できる。本研究は、関係性概念に注目することで、個別の活
動の成果を社会的文脈の中で捉え、マクロレベルの社会的影響も含めた成果の理解を図るもの
である。 
 
 
２．研究の目的 
 本研究の当初の目的は、地域ブランド構築にむけた多様なステイクホルダー間の協働関係は
なぜ、どのように形成されるのかという点について、関係性に注目した理論の構築を図ること
であった。但し、研究代表者が、本研究を構想した時点とは異なる組織に研究初年度に異動す
ることとなった影響で、成果を出すために十分な程度、当初想定していたリサーチサイトへア
クセスすることが困難な状況になった。そのため、リサーチサイトを当初計画とは変更すると
ともに、テーマを地域ブランドを含むソーシャル・マーケティングに拡張し、関係性概念に注
目した研究を進めることで当初の研究目的が達成できるよう研究計画の修正を行った。具体的
には、本研究は、1)ソーシャル・マーケティングにおいて、多様なアクター間の協働関係を促
す要因にはどのような要因があるのか、2)多様なステイクホルダー間の協働関係の成果を捉え
るにはどのような分析視角が有益なのか、3）継続的な成果を挙げるための施策としてどのよ
うな活動が考えられるのか、といった点について示唆を提供することを目的とする。 
 
 
３．研究の方法 
 上述のとおり、本研究構想時点とは研究代表者の研究環境が大きく変化して当初の方法での
研究が困難になったことから、テーマ、およびリサーチサイトを変更して研究を進めることに
した。具体的には、テーマを地域ブランドから、地域ブランドを含むソーシャル・マーケティ
ングに拡張し、上記の研究目的に関する文献展望の深化と理論的視角の先鋭化を図ることとし
た。また、近年多くの寄付を集めるとともに各地の地場産業や観光のあり方にも影響を与えて
いるふるさと納税の事例に注目し、地域の地場産業や観光に関わるステイクホルダーの関係性
の変化や、より広く社会全体での寄付に関わる社会規範の変化に注目する事例研究を行うこと
とした。更に、本研究で得られた関係性概念に関する知見を拡張的に活用し、小売における顧
客関係管理の有効性に関する実証研究を行うことで、継続的な成果を挙げるための施策の探索
も併せて行った。 
 
 
４．研究成果 
 本研究の研究成果は、大きく以下 3 点に纏められる。第 1 に、理論的考察から、ソーシャル
マーケティングの成果をマクロレベルで捉える際、ステイクホルダーの関係性を生成・変容さ
せるという点で、伝統的に考察されてきたダウンストリームだけでなくアップストリームとの
相互依存関係に注目する必要があることを確認した（参考：研究論文 4）,5)、学会発表 1), 2), 
3)、図書 1)）。第 2 に、事例研究から、これらの相互依存関係が経済的交換に媒介されて強ま
る可能性が示唆され、その社会的成果を考察する上で統治性概念の有益性が示された（参考：
研究論文 2）, 3), 5), 学会発表 1), 2), 3)）。最後に、広く関係性という視点でいえば、実証研究
の分析結果から、小売における関係性への注目の効果も示した。顧客関係管理方法によって得



られる顧客成果は異なることを検証し、多様な顧客関係管理の方法を使い分けることで顧客成
果をより一層高められることを示した（参考：研究論文 1）, 6), 7), 8)、図書 1), 2)）。 
 まず、ソーシャル・マーケティング研究の文献展望から、地域ブランド研究と同様に単発的
パースペクティブからの脱却が施行されていることを確認した上で、ターゲット顧客に対する
ソーシャルマーケティングキャンペーンの直接的な働きかけを意味するダウンストリームだけ
ではなく、政策決定者や地域の有力者といったアップストリームに対する働きかけの相互依存
関係を考察することが重要であることが明らかにされた。更に、これらの考察を進める上で、
近年特にマクロマーケティング研究において注目されている統治性概念に注目することで、社
会的規範の形成といった望ましい効果に加えて、返礼品目当ての寄付者の創造といった、必ず
しも望ましくない効果の生成も含めて理解可能になることが示された。これらの示唆は、地域
ブランドだけでなく、クールビズやふるさと納税といった社会的善（social good）を促す政策
の長期継続的な定着を促すにはどのような活動が必要なのかを検討する視座を提供するという
点で意義があるものと考える。 
 また、本研究では、本研究で中心的に考察を進めてきた関係性概念の知見を拡張的に活用し、
小売における顧客関係管理の有効性に関する成果も付随的に得ることができた。具体的には、
多様な顧客関係管理を行っている日本のある中堅小売企業の顧客を対象としたサーベイ調査を
実施し、ポイント付与以外の、購買データに基づく差別的販促や品揃えから得られる顧客成果
はポイント付与の成果とは異なるため、多様な顧客関係管理の方法を使い分けることが継続的
な成果獲得のポイントとなること、それぞれの顧客成果に対する影響度合いは顧客のブランド
ロイヤルティやバラエティシーキング特性といった要因によって大きく異なることを明らかに
した。 
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